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【はじめに】 

○ 本稿は、2008年 10月から 11月にかけて実施した「業務継続体制の整備状況に関するアンケート調査」（第 4回）の結
果を取りまとめたものである。 
 同アンケート調査は、決済システムにおける取引金額シェアの高い日本銀行取引先を対象に、2002 年以来隔年で実施
しているもので、対象金融機関（今回は 84 先）の業務継続体制整備の現状を把握するとともに、その集計結果を公表す
ることにより、金融業界における業務継続体制整備に向けた議論に貢献することを狙いとしている。 

○ 今回の調査では、2008 年 5 月に公表した「業務継続体制の実効性確保に向けた確認項目と具体的な取組事例」に掲げ
た整備項目に沿って、金融機関が実際の整備状況を自己評価する形で実施した。 
 また、最近、緊要性の高さが認識されつつある新型インフルエンザ対策についても、新たな章を設けて、調査項目を充

実させた。 

○ 日本銀行としては、金融業界に関係する方々が、今回の調査結果も参考にしつつ、業務継続に関する一層の体制整備を

進めていくことを期待したい。日本銀行金融機構局では、業務継続体制の実効性向上に向けて、金融機関との間で考査や

オフサイト・モニタリング等を通じてさらに議論を深めていく考えである。 
 

【調査対象】 

 2008 年調査（第 4回） 2006 年調査（第 3回） 2004 年調査（第 2回） 2002 年調査（第 1回） 
回収期間 2008 年 10～11 月 2006 年 12 月～2007 年 2月 2004 年 9～11 月 2002 年 8～10 月 

回答率 100％ 100％ 100％ 100％ 

 先  数 構成比（％） 先  数 構成比（％） 先  数 構成比（％） 先  数 構成比（％） 
大手銀行 １２ １４．３ １２ １４．３ １４ １６．３ １４ ２０．６ 

地域金融機関 １７ ２０．２ １６ １９．０ １６ １８．６ １０ １４．７ 

国内証券 １０ １１．９ １０ １１．９ １３ １５．１ １３ １９．１ 

外国銀行・外国証券 ２９ ３４．５ ３２ ３８．１ ２６ ３０．２ １６ ２３．５ 

その他（注） １６ １９．０ １４ １６．７ １７ １９．８ １５ ２２．１ 

合  計 ８４ １００．０ ８４ １００．０ ８６ １００．０ ６８ １００．０ 

（注） 系統金融機関、短資、証券系信託銀行、資産管理系信託銀行等 
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【調査結果の概要】 

○ 全体として、業務継続体制整備は、引き続き着実に進展しており、最近では実効性確保を意識する先が増えているとの結果になっ

た。 

○ 具体的には、まず、業務継続を自社の経営上の課題として捉え、経営陣のリーダーシップの下で、統括部署の設置と社内横断的な

定期会合により体制整備を進めている。また、専担者を設置している先も少なくない。 

○ 被災シナリオは、地震等の自然災害や大規模システム障害に伴い、執務場所ないしコンピューター・センターが使用不能となる想

定が引き続き中心であるが、新型インフルエンザ等の感染症流行に対する認識も高まってきている。 

○ 業務継続計画の策定にあたっては、被災時に優先復旧する「重要業務」を特定したうえで、ほとんどの先が最優先の「重要業務」

については被災「当日中」の復旧を目指している。なお、「重要業務」の具体的内容は、取り扱う業務の違い等を映じて、大手銀行で

は幅広い業務を対象とする一方、地域金融機関では現金供給と資金決済を中心に据えるなど、業態毎に違いがみられる。 

○ 業務継続に必要な経営資源（人、モノ、場所）については、執務場所（バックアップ・オフィス等）や各種備品の確保は進んでい

るが、緊急要員やシステム資源の確保を課題とする先が多い。なお、オフサイト・バックアップ・システムの実際の運用方法につい

ては、システムの仕組みや早期業務再開と取引データの正確性確保に係る優先度の違いを映じて、区々となっている。 

○ 意思決定・連絡体制やマニュアルについては、概ね整備が進んでいる。 

○ 訓練は、年 1回以上定期的に実施されており、社内関係部署が同時に参加する全社的訓練が一般的になりつつある。今後の課題と

しては、取組みが始まったばかりである新型インフルエンザ想定訓練が筆頭に挙がっているほか、社内横断的な全行訓練の充実やス

トリートワイド訓練（注）の実施など、業務継続計画の整合性を広い視点から検証する項目への関心が比較的高い点が特徴である。 

（注）業務上の依存関係にある複数の会社間で、各自の業務継続計画の整合性検証を主目的に行う共同訓練 

○ 新型インフルエンザ対策については、「金融事業者」が「社会機能の維持に関わる者」として想定されていることを踏まえて、喫

緊の課題と認識したうえで、対策組織の設置や衛生医療用品の備蓄などの取り組みを進めている。もっとも、感染ピーク期の具体的

な業務継続の考え方については、金融機関によってばらつきがみられるほか、必要要員数については固まっていない先が多い。 

○ 体制整備を進める際の問題点としては、予算・マンパワー制約のほか、自社の業務継続計画と他社・他業態の業務継続計画との整

合性の検証が難しい点を挙げる先が多い。 
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【調査結果】 

１．概観 

全社的な業務継続体制の整備 

86%

76%

67%

57%

92%

83%

93%

71%

71%

56%

63%

50%

80%

60%

46%

31%

100%

97%

85%

69%

7%

13%

22%

18%

8%

7%

21%

12%

19%

31%

50%

10%

30%

23%

15%

3%

15%

6%

7%

11%

9%

24%

8%

8%

7%

18%

25%

6%

10%

10%

23%

46%

25%

1%

1%

8%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

第３回

第２回

第１回

今回

第３回

第２回

第１回

今回

第３回

第２回

第１回

今回

第３回

第２回

第１回

今回

第３回

第２回

第１回

整備済みで、定期的に見直し 整備済みであるが、直近情報は未反映 整備中 整備未着手

 

○ 業務継続体制整備は、引き続

き着実に進展しており、全社的

な業務継続体制を「整備済み

で、定期的に見直し」と回答し

た先は、全体の約 9 割に達し
た。 
 ―― 当項目は、業務継続を推

進する組織体制や業務継

続計画が一通り整ってい

るかを確認するものであ

り、その実効性が確保され

ているか否かは次頁調査

結果を参照。 
 
○ 業態別にみると、前回調査に

比べ、とくに地域金融機関や国

内証券において整備が進んで

いることが窺える。 

全 体 

大 手 銀 行 

地 域 

金融機関 

国 内 証 券 

外国銀行

外国証券 
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業務継続の実効性確保 

38%

14%

42%

17%

12%

30%

10%

62%

25%

58%

62%

42%

75%

88%

38%

70%

50%

38%

72%

4%

17%

17%

8%

44%

30%

7%

19%

10%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

前回

今回

前回

今回

前回

今回

前回

今回

前回

フィージビリティが確保されている 一部不確かな部分が残っている

実際に災害等が発生してみないと分らない点が多い 今後の課題

 

○ こうした業務継続体制が、想定す

るリスクの顕現化時に現実に機能す

るかという観点から「業務継続の実

効性が確保されている」と回答した

先は、全体の半数以下（約 4割）と
なっている。 

 
○ もっとも、前回調査に比べ、実効

性を確保したとする先は、各業態に

おいて増加している。 
その背景としては、バックアップ 

用オフィスの整備、マニュアルの習

熟、全社ベースの訓練とその結果を

踏まえた業務継続計画の見直し等に

よるものとみられる（それぞれ後

述）。 

全 体 

大 手 銀 行 

地 域 

金融機関 

国 内 証 券 

外国銀行

外国証券 
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２．推進体制の整備 

(１) 経営陣のリーダーシップ 

実質的な責任者のレベル 

6%

35%

60%

経営トップ（頭取・社長、副頭取・副社長等）
役員レベル（担当常務、執行役員等）

部長レベル以下

 
(２) 基本方針の策定 

体制整備の目的（複数回答） 

73%

58%

38%

100%

85%

95%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

決済面での混乱拡大の抑制

金融機関経営におけるリスク軽減

役職員の生命・身体の安全確保

被災地等における住民の生活や経済活動の維持

金融当局等への対応

営業戦略上の理由

 

○ 体制整備に向けたリーダーシップ

を発揮している実質的な責任者につ

いて、ほとんどの先が、「役員レベル

以上」であると回答している。 
 前回調査（「役員レベルが業務継続

統括部署の責任者」、76％）と比べて
も、経営陣が自ら関与する度合いが一

段と高まっている。 
 
 

○ 「決済面での混乱拡大の抑制」と「金

融機関経営におけるリスク軽減」を筆

頭に、様々な視点から業務継続体制の

整備を進めている。 
 金融機関が、業務継続を自発的に取

り組むべき経営上の課題と捉えてい

る様子が窺われる。 
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(３) 統括部署の設置 

統括部署や社内横断的な定例会合の有無 

74%

26%

統括部署、定例会合ともにある
統括部署はあるが、定例会合はない
統括部署、定例会合ともにない

 

体制整備の中心的役割を担う部署 

8%

6%

7%

11%

14% 26%

27%
経営判断をサポートする部門（企画
部、総合企画部等）
リスク管理を統括する部門（リスク管
理部等）
システム関連の企画を行う部門（シ
ステム部等）
物資調達や管財事務を司る部門（管
理部、総務部等）
事務企画を行う部門（事務統括部、
決済企画部等）
経営責任者直轄の独立部門

その他
 

 

 

○ 業務継続体制整備を統括する部署は、全先が

設置している。 
 
○ 社内横断的な定例会合を開催している先も、

4分の 3程度に達している。 

○ 社内のどの部門が中心となって業務継続体

制整備を進めているかは、金融機関によって

様々であるが、「経営判断をサポートする部門」

や「リスク管理を統括する部門」とする先が比

較的多い。 



 7 

専担者の設置 

45%55%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
1人（30％） ２人（17％）

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 業務継続体制の専担者を設置して

いる先は、半数以上となっている。 
 
○ 業態別にみると、外国銀行・外国証

券では 8 割以上が専担者を有する一
方、地域金融機関では 4分の 1程度と
なっている。 

 
○ なお、専担者を有する場合、その人

数は 1～2名のケースが多い。 
 

58%

24%

60%

83%

31%

42%

76%

40%

17%

69%

大手銀行

地域

金融機関

国内証券

外国銀行・

外国証券

その他

専担者がいる（うち白抜き部分：専担者数） 専担者がいない
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３．業務継続計画の策定 

(１) 前提条件の明確化 

  イ．被災シナリオの特定 

被災シナリオの原因事象（複数回答) 

90%

85%

83%

81%

77%

71%

70%

65%

58%

24%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地震

自社システムの大規模障害

火災、漏水等

風水害

感染症（新型インフルエンザ流行等）

爆弾テロ

公共インフラのサービス提供停止

サイバーテロ

集中決済機関等の大規模障害

その他

原因事象は特定していない

 

○ 被災シナリオの原因事象（自社の直面

する潜在的脅威）としては、「地震」「火

災、漏水等」「風水害」等の自然災害や

「自社システムの大規模障害」が中心と

なっている。 
 
○ なお、「感染症（新型インフルエンザ

流行等）」を挙げる先は 8割弱と、前回
調査（55％）から大幅に増加した。 
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被災シナリオの結果事象(複数回答) 

88%

81%

30%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

執務場所のほぼ全面的使用不能

コンピューター・センターのほぼ全面的使用不能

その他

結果事象は特定していない

 

ロ．｢重要業務｣の特定、復旧目標時間の設定 

｢重要業務｣の特定状況 

85%

79%

15%

90%

99% 1%

10%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

第3回

第2回

第1回

特定済み 特定未了

定期的に見直しを実施（57％）

定期的に見直しを実施(73％）

 

○ 被災シナリオの結果事象（人、

モノ、場所等経営資源の想定被害）

としては、「執務場所」または「コ

ンピューター・センター」が、ほ

ぼ全面的に使用不能となることを

想定している先が、それぞれ 8 割
以上となっている。 

 
○ 「その他」と回答した先の過半

数が、「出勤者の大幅減少」を被災

シナリオとして挙げている。 

○ 被災時に優先復旧する「重要業

務」は、ほぼ全先で「特定済み」

としている。 
 
○ さらに、そのうち 7 割以上の先
では、「重要業務の定期的な見直し

を実施」している。 
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「重要業務」に係る復旧目標時間の設定 

24%

68%

8%

全ての｢重要業務｣について設定済み

優先度の高い｢重要業務｣について設定済み

未設定

 

「最優先で復旧する重要業務」の復旧目標時間 

 

68%

21%

5%

5%

1%

65%

13%

5%

4%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４時間以内

当日中

翌日中

４日以内

４日超・未設定

今回

前回

 

○ 「最優先で復旧する重要業務」の復旧目

標時間は、「4時間以内」または「当日中」
とする先が約 9割に達し、「4日超」ないし
「未設定」とする先はほとんどなくなった。 
―― 今回のアンケート対象である決済プ

レゼンスの大きい先においては、首都

直下地震対策大綱等も踏まえて、「重要

業務の当日中復旧」を目指す動きが広

がっているものと窺われる。 
 

○ 9 割以上の先が、「全ての重要業務」ある
いは「優先度の高い重要業務」について、復

旧目標時間を設定している。 
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「最優先で復旧する重要業務」の具体的内容（複数回答）＜グラフの色付き部分は 50％以上＞ 

            ―― 大手銀行の取扱業務を基に設定した選択肢に対する回答 

                   （全体）           （大手銀行）            （地域金融機関） 

52%

92%

70%

61%

54%

40%

39%

38%

29%

30%

26%

17%

64%

76%

44%

31%

25%

20%

13%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

流動性預貯金・MRF/MMFの払戻し（現金支払）

日銀当座預金決済

振込・送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

外国送金

口座振替

手形交換

流動性預貯金・MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定・ロールオーバー分）

有価証券の買取

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の振替決済

円貨・外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利・為替・信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

損金両替

100%

100%

100%

67%

50%

75%

50%

50%

33%

8%

75%

100%

58%

42%

50%

25%

8%

25%

92%

92%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100%

76%

88%

59%

35%

12%

47%

71%

47%

29%

6%

24%

12%

41%

6%

0%

12%

24%

29%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
○ 「最優先で復旧する重要業務」の特定にあたっては、「日銀当座預金決済」が各業態を通じて高い優先度とされているほ

か、取り扱う業務の違い等を映じて、業態毎に以下の特徴がみられる。 
○ 大手銀行では、「現金供給」、「資金決済」、「金融事業者間取引」関連を中心に、幅広い業務を対象としている。 
○ 地域金融機関では、「現金供給」と「資金決済」に関連した業務が中心となっており、「資金決済」の対象範囲も大手銀

行よりもやや狭くなっている。 

現金供給 

資金決済 

証券決済 

資金融通 

その他 

金融事業者間取引 
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                                     （国内証券）        （外国銀行・外国証券） 

50%

80%

70%

30%

30%

60%

20%

0%

10%

10%

30%

10%

90%

70%

60%

50%

20%

10%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

流動性預貯金・MRF/MMFの払戻し（現金支払）

日銀当座預金決済

振込・送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

外国送金

口座振替

手形交換

流動性預貯金・MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定・ロールオーバー分）

有価証券の買取

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の振替決済

円貨・外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利・為替・信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

損金両替

14%

55%

48%

66%

52%

38%

28%

14%

28%

38%

14%

66%

86%

66%

52%

28%

24%

10%

0%

97%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
 

 

○ 国内証券では、「証券決済」、「資金決済」、「金融事業者間取引」に関連した業務が中心となっており、「資金決済」の対象範

囲は大手銀行よりもやや狭くなっている。 
○ 外国銀行・外国証券では、「資金決済」と「金融事業者間取引」に関連した業務が中心となっている。 

現金供給

資金決済

資金融通

証券決済

金融事業者間取引 

その他 
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ハ．｢重要業務｣に対する分析作業 (複数回答) 

82%

80%

65%

32%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「重要業務」毎の事務処理フローの特定（業務遂行に関わ

る部署＜委託先を含む＞の洗出し）

被災時の業務処理に必要となるシステムの洗出し

複数の「重要業務」の中での優先順位付け

被災時にも処理を要する事務量の見積もり

いずれも未実施

 

 

(２) 業務継続計画の内容検証（複数回答） 

82%

63%

40%

23%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各部署間（とくに業務部署・システム部署間）の計画の整

合性の検証

社内の第三者（内部監査等）による検証

業務処理プロセスの一部を依存する「重要な関係先｣の

業務継続計画との整合性の検証

外部の第三者（監査法人等）による検証

いずれも行っていない

 

○ 「重要業務」として既に内容を具体

的に洗い出す作業を行った項目として

は、「重要業務毎の事務処理フローの特

定」や「被災時の業務処理に必要とな

るシステムの洗出し」を挙げる先が 8
割程度と多い。 

 
○ 一方、「被災時にも処理を要する事務

量の見積もり」を行っている先は、約

3割となっている。 

○ 社内の「各部署間の計画の整合性の検

証」は 8 割以上の先が行っているとし
ているが、外部の「重要な関係先との業

務継続計画の整合性の検証」を実施して

いる先は、半数以下となっている。 
── なお、こうした検証によって計画

の整合性が実際にどの程度確保さ

れているかという評価については、

今回調査の対象としていない。 
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４．経営資源等の確保 

(１) 全般的な経営資源の確保 

 イ．業務継続要員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．執務場所 

バックアップ用オフィス（注）を確保している業務・機能（複数回答） 

89%

82%

70%

61%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害対策本部機能（本部ビル以外にも確保）

市場部門・流動性管理部門のフロント業務機能

本部ビルのオペレーション業務機能

事務センターのオペレーション業務機能

いずれについても未確保

 

○ ほとんどの先が災害対策本部・フロ

ント業務・各種オペレーションのいず

れかの機能について、バックアップ用

オフィスを確保している。「いずれに

ついても未確保」とする先は前回調査

（24％）からほぼ皆減し、バックアッ
プ用オフィスの整備が進んでいるこ

とが窺われる。 

○ 「重要業務」の遂行に必要な「要員

数を見積もっている」先は全体の 8割
強に達しているが、「要員配置計画を

策定し緊急要員も特定している」先は

半数強、さらに「要員の参集可能性ま

で確認済み」とする先は約 2割となっ
ている。 

 
○ 業態別にみると、外国銀行・外国証

券では要員確保が進んでいる一方、地

域金融機関では 2割となっている。 
 

27% 18%55%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
23％

25%

41%

30%

10%

44%

33%

41%

10%

19%38%

90%

60%

18%

42%大手銀行

地域

金融機関

国内証券

外国銀行・

外国証券

その他

要員配置計画を策定し、緊急要員の特定も実施済み（うち白抜き部分：要員の参集可能性まで確認済み）
緊急要員数の見積もりのみ実施（要員の特定は未実施）

いずれについても未実施

17％

6％

20％

38％

19％

（注）業務オフィスのバックアップ施設 
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バックアップ用オフィスの形態（複数回答） 

57%

17%

44%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平時業務拠点以外の専用スペース（平時は無人）

平時業務拠点内の専用スペース（平時は無人）

他業務平時拠点の転用（平時は他業務に利用）

 

バックアップ用オフィス全体の収容人数 

2%

7%

17%

25%

49%

１００名以下

１００～３００名

３００～５００名

５００名以上

未整備
 

○ バックアップ用オフィスの収容規

模は、100名以下の先とそれ以上の先
が、ほぼ半々となっている。 
 また、300名以上の大規模オフィス
を確保している先も、4分の 1程度み
られる。 

 

○ バックアップ用オフィスの形態と

しては、「平時拠点以外の専用スペー

ス（平時は無人）」を確保している先

が、過半数となっている。 
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ハ．機器・事務用品・消耗品等 

確保済みの所要資源（複数回答） 

85%

75%

83%

61%

75%

94%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「システムの稼動」に必要な資源（自家発電用燃

料や冷却･湿度調整用水等）

「要員の生活」に必要な資源（食料、飲料水等）

「業務部署の事務遂行」に必要な資源（机、椅子、

電話、FAX、パソコン、事務用品等）

今回

前回

 
   備蓄水準 

（「システムの稼動」に必要な資源）            （「要員の生活」に必要な資源） 

30%

20%

10%

11%

28%

58%

18%

3%3%

18%

7日以上

4～6日分

3日分

2日分

1日分以下  

○ 「システムの稼動」と「要員の生活」に

必要な資源の備蓄は、前回調査に比べて一

段と進展し、9 割前後の先が確保済みとし
ている。 

 
○ もっとも、備蓄水準をみると、「3日分以
上」を確保している先は、「システムの稼動」

に必要な資源については約 4 割、「要員の
生活」に必要な資源については約 6割とな
っている。 
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(２) オフサイト・バックアップ・システム（注）の確保 

オフサイト・バックアップ・システムの確保 

4%

8%

88%

確保済み

整備中

確保する予定はない
 

 

オフサイト・バックアップ・システムによる「重要業務」のカバー率 

8%

10%

20%

24%

38%

100%
100％未満～80％以上
80％未満～60％以上
60％未満～40％以上
40％未満

 

○ オフサイト・バックアップ・システムを

「確保済み」とする先が約 9割に上り、「整
備中」も含めれば、ほとんどの先が対応し

ている。 
 
 
 

○ 「全ての重要業務についてオフサイト・

バックアップ・システムを有する」とする

先は、全体の約 4割となっている。 
 

（注）メインのコンピューター・システム設置場所とは異なる拠点に設

置する代替システム（いわゆる「バックアップ・センター」など）。 
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オフサイト・バックアップ・システムの具体的な確保対象（複数回答） 

58%

42%

42%

37%

36%

25%

4%

100%

100%

83%

67%

83%

92%

58%

0%

93%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹系システム（本部・営業店ネットワークを含む）

全銀システム

口座振替

対顧オンライン取引システム（法人向け）

総合・給与振込

統合ＡＴＭ・提携ＡＴＭ

対顧オンライン取引システム（個人向け）

上記いずれもなし

全体

大手銀行

 

オフサイト・バックアップ・システムへの切替方法 

8%

39%

24%

29%

ほぼ全てのシステムについて個別切替が可能
一部システムの個別切替が可能
全システムを一斉に切替（個別切替は不可能）
未整備・検討中

 

○ オフサイト・バックアップ・シス

テムの確保対象は、取り扱う業務の

違い等に応じて業態毎にばらつきが

みられるが、基幹系システムについ

ては、ほとんどの先で整備が完了し

ている。 
 
○ 大手銀行では、左記に掲げたほと

んどのシステムについて、オフサイ

ト・バックアップの整備を進めてい

る。 

○ 個別システム単位での柔軟な切

替（「個別切替」）が可能とする先

が過半数となり、「全システムの一

斉切替」のみ可能とする先（約 4
割）を上回った。 
 ―― 他システムとの連動部分を

含め、システム全体が正しく

稼動できることの確認状況

は、今回の調査対象としてい

ない。 
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オフサイト・バックアップ・システム利用時の業務制約（複数回答） 

45%

32%

31%

26%

10%

6%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オフサイト・バックアップ・システムの運行に

一部手作業処理が必要

非連動となるシステムにかかる

端末手入力処理が必要

営業店・顧客への還元帳票の一部が出力不能

ピーク日・ピーク時の処理能力が不足（処理遅延）

利用可能な営業店端末・ＡＴＭが限定的

オンライン・サービス時間帯の短縮

とくに制約なし

 

 

(３) 重要システムにおけるバックアップ・データ等の確保 

 イ．取引データの隔地バックアップ方法等 

  

○ オフサイト・バックアップ・シス

テム利用時の業務制約を「とくにな

し」とする先は 2割弱に止まり、多
くの先が「手作業処理の発生」等、

何らかの制約があるとしている。 
 

○ 大手銀行や外国銀行・外国証券で

は、ほとんどの先が、「オンラインに

よるデータ伝送」を利用している。 
 
○ 一方、地域金融機関では、「MT等
の物理的媒体の隔地搬送」を用いて

いる先が、約 8割を占めている。 

17% 26%54% 4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

92%

6%

60%

76%

31%

10%

17%

38%

3%

31%

10%

3%

6%

8%

82%

20%

6%

大手銀行

地域

金融機関

国内証券

外国銀行・

外国証券

その他

オンラインによるリアルタイム・データ伝送（ほぼ取引発生毎）
一定頻度でのオンラインによるデータ伝送
ＭＴ等の物理的媒体の隔地搬送
未整備
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ロ．欠落取引データへの対応 

欠落取引データへの対策を講じているオフサイト・バックアップ・システム（複数回答） 

 

78%

65%

71%

74%

70%

60%

81%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹系システム（本部・営業店ネットワークを含む）

全銀システム

口座振替

総合・給与振込

統合ＡＴＭ・提携ＡＴＭ

対顧オンライン取引システム（法人向け）

対顧オンライン取引システム（個人向け）

 

欠落取引データの確認・補正手順の策定 

2%

65%13%

19%

システム部署・業務部署ともに、手順を定めている

システム部署のみが、手順を定めている

業務部署のみが、手順を定めている

未整備  

○ バックアップ・データの取得・伝搬

送時点とコンピューター・センター被

災時点との時間差に伴い、オフサイ

ト・バックアップ・システムにおいて

データの欠落が発生する業務・取引が

あることを認識し、その対応を講じて

いる割合は、いずれのシステムにおい

ても、6～8割程度となっている。 
 

○ オフサイト・バックアップ・システム

において、欠落取引データが生じる可能

性がある場合には、当該データを確認・

特定のうえ、特定した取引データをシス

テムに反映するための作業が必要になる

が、当該作業をシステム部署と業務部署

の双方で行う必要があることを認識し、

「両部署ともに、欠落取引データの確

認・補正手順を定めている」とする先が、

3分の 2程度となっている。 
―― ただし、こうした確認・補正手順

の実効性の確認状況までは、今回調

査の対象としていない。 
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業務再開のタイミングと欠落取引データ反映の関係に対する考え方 

11%

12%

30%

48%

業務再開を優先し、欠落取引データ反映作業を
業務再開後に並行して実施する
欠落取引データを完全に反映してから業務再開
する
考え方は定まっていない

未整備・未検討
 

ハ．切戻し（オフサイト・バックアップ・システムから従前のコンピューター・センターへの復帰） 

切戻し作業に必要な日数（オンライン停止期間等） 

7%

21%

13%

31%

27%

平日に切戻しが可能

週末に切戻しが可能

切戻しには３連休が必要

認識していない

未整備・未検討
 

○ オフサイト・バックアップ・システム

による業務再開（顧客取引再開）に際し、

欠落取引データの反映作業と業務再開の

どちらを優先するかについては、「業務再

開を優先する」先（約 5割）と、「欠落取
引データの反映を優先する」先（3 割）
に、回答が分かれた。 

 

○ 「平日または週末に切戻し可能」とす

る先が全体の約 6割に上る一方で、「切戻
しに 3連休を要する」とする先も約 1割
みられる。 
 なお、「切戻しについて未認識・未検討」

とする先は、約 3割となっている。 
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切戻しのための所要準備期間 

1%

49%

6%
8%

36%

１～２週間程度
１ヵ月程度
３ヵ月程度
半年程度以上
見積もっていない・未整備  

 

(４) 手作業処理体制の確保（複数回答） 

68%

65%

48%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

切替作業の過程で発生する各種手作業処理（バックアッ

プ・データ取得後に発生した取引の追加入力やデータ照

合等）

業務上の緊要性から、オフサイト・バックアップ・システム

への切替完了を待たずに、並行して行う手作業処理

オフサイト・バックアップ・システムが配備されていない業

務の手作業処理

いずれも準備していない

○ オフサイト・バックアップ・シス

テムに一旦移行した場合に、その後

切戻しまでに要する期間（準備作業

を含む）については、「見積もり済み」

の先と、「見積もっていない」先が、

ほぼ半々となっている。 
 
○ 「見積もり済み」の先では、「1～

2 週間程度」の準備期間で切戻しが
できるとする先が多いが、「半年程度

以上」を要するとする先もみられる。 

○ オフサイト・バックアップ・システム

への切替に伴うデータ補正や、切替完了

を待たずに処理する必要性のある緊要

性の高い業務処理については、3分の２
程度の先が、何らかの手作業処理体制を

確保済みとしている。 
── オフサイト・バックアップ・シス

テムが配備されていない業務で手作

業処理体制が確保されていない場

合、業務継続に制約が存在する可能

性がある。 
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５．意思決定・連絡体制の整備（複数回答） 

88%

86%

82%

76%

74%

95%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務継続計画の発動決定権限者（不在時権限委譲ルール

を含む）

大規模災害に備えた複数の緊急連絡手段(災害時優先電話

の配備等)

業務継続計画の発動基準

オフサイト・バックアップ・システムへの切替権限者（不在時

権限委譲ルールを含む）

重要な関係先(集中決済機関や業務委託先、大口取引顧客

等)が業務継続計画を発動した場合の連絡先・連絡方法

オフサイト・バックアップ・システムへの切替基準

○ 意思決定・連絡体制について

は、ほとんどの先で、多様な観

点から、整備を進めている。 
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６．マニュアルの作成 

(１) マニュアルの整備 

70%

30%

「重要業務」の全プロセス(データ追加入
力・照合等の手作業処理を含む)につい
て、マニュアル化されている
主要な作業手順についてのみ、マニュア
ル化されている

明文化されたマニュアルはない

 

(２) マニュアルの実効性確保 

 マニュアルの更新・保管 

 

18%

82%

各種マニュアルは常に最新版
に更新・保管されている
各種マニュアルの更新・保管
は不十分

 

○ 全先が「主要な作業手順」についてマ

ニュアル化しており、このうち「重要業

務の全プロセス」をマニュアル化してい

る先も、3割程度みられる。 

○ 作成したマニュアルについて、「常に

最新の状況で保管されている」とする先

が、8割を占めている。 
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マニュアルの周知・徹底 

 

69%

31%

関係者は担当分野のマニュアル
の内容を十分習得している

関係者によるマニュアルの習得は
不十分  

○ 「担当分野のマニュアルの内容を

十分習得している」とした先が、約

7 割と、前回調査（46％）から習熟
が進んでいる。 
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７．訓練の実施と計画の見直し 

(１) 訓練の実施 

訓練の実施対象と頻度 

4%

43%

54%

全ての訓練対象業務について、年１回以上定期的に実施

いずれかの訓練対象業務について、年１回以上定期的に実施

不定期に（または年１回未満）実施

実施していない  

訓練目的（複数回答) 

92%

64%

20%

99%

94%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務継続要員による対応手順の習熟

被災時の対応手順の正確性･妥当性の確認

バックアップ用のシステム・機器・設備の稼動確認

業務継続計画に係る社内横断的な整合性の確認

他社の業務継続計画との相互依存関係の検証

 

○ ほとんどの先が、いずれかの訓

練対象業務について「年 1回以上、
定期的に訓練を実施している」と

している。 
 

○ 訓練目的については、ほとんど

の先が「対応手順の習熟・確認」

や「バックアップ用システム等の

稼動確認」を挙げている。 
 
○ また、「社内横断的な整合性の確

認」を掲げる先も 3分の 2程度み
られる。一方、「他社の業務継続計

画との相互依存性の検証」を目的

としている先は、2 割となってい
る。 
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訓練対象としている｢重要業務｣ 

50% 50%

全ての｢重要業務｣が訓練対象

一部の重要業務（「最優先で復旧する
重要業務」を含む）が訓練対象

 

訓練の規模 

75%

58%

8%

19%

14%

20%

1%

2%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

前回

全社ベース（営業店を含む社内関係部署が同時に参加）
同一業務に係る複数関係部署が同時に参加
部署毎（統括部署等が部署間連携を調整）
部署毎（部署間の連携・情報共有はなし）
訓練を実施していない

 

○ 訓練対象を「重要業務」の「全て」

とするか「一部」とするかは分かれ

ているが、いずれの場合でも「最優

先で復旧する重要業務」は訓練対象

に含まれている。 

○ 営業店を含む社内関係部署が同

時参加する「全社ベースの訓練」

を実施する先が着実に増加し、今

回調査では4分の3程度となった。 
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実施したことのある訓練(複数回答) 

32%

58%

38%

26%

87%

55%

52%

36%

25%

46%

45%

54%

50%

52%

21%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

予告なしで行う緊急連絡訓練

参集訓練（本部緊急要員）

参集訓練（役員陣）

参集訓練（営業店緊急要員）

バックアップ・センター切替訓練（システム部門)

バックアップ・センターへの参集（移動）訓練

バックアップ・センター切替訓練（業務部門）

バックアップ・センター切替訓練（営業店）

バックアップ・センター切替に伴う欠落取引の反映訓練（業務部門含む）

バックアップ用オフィスへの参集・切替訓練（一部部門）

バックアップ用オフィスへの参集・切替訓練（業務継続関連全部門）

手作業訓練（業務部門）

手作業訓練（営業店）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開示）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開示せず）

グループ内企業による共同訓練

 

○ 訓練内容をみると、ほとんどの先が「システム部門におけるバックアップ・センター切替訓練」を実施している。こ

のほか、各社判断により様々な訓練が行われている。具体的には、各種の参集訓練や手作業訓練、社内横断的な訓練が

半数前後の先でみられるほか、グループ内企業による共同訓練を実施している先も 4割程度みられる。 

緊 急 要 員 

参 集 訓 練 

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ・ｾﾝﾀｰ 

切 替 訓 練 

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ用ｵﾌｨｽ

切 替 訓 練 

手 作 業 訓 練 

社内横断的訓練 

共 同 訓 練 

緊 急連絡訓練 
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訓練の実施環境 

1%

5%

8%

86%

出来る限り業務継続計画発動時に実際に使用するシステム・
機器を利用

業務継続計画発動時に実際に使用するシステム・機器ではな
く、テスト環境等を利用（両者の差異を洗い出して、訓練の結
果分析に利用）
業務継続計画発動時に実際に使用するシステム・機器ではな
く、テスト環境等を利用（両者の差異の洗い出しはしていない）

機器は使用せず、原則として机上訓練や連絡訓練等を実施

 

 

(２) 訓練結果の分析・報告、業務継続計画の見直し 

11%

89%
訓練結果を分析のうえ、業務継続
計画等を見直している
訓練結果は分析しているが、業務
継続計画等の見直しは未実施
訓練結果は分析していない

 

○ 訓練環境については、「出来る

限り業務継続計画発動時に実際

に使用するシステム・機器を利

用」する先が、9割弱となってい
る。 

 

○ 「訓練結果を分析のうえ、業務

継続計画等の見直している」とす

る先が約 9割と、前回調査（58％）
から大幅に増加した。 
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(３) 今後充実すべき訓練（複数回答） 

 

65%

64%

55%

43%

40%

36%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新型インフルエンザ想定訓練

社内横断的な全行訓練（経営陣や重要業務部署全てが参加）

ストリートワイド訓練（注）

市場毎（短期金融、外為、公社債）に行われている共同訓練の同時

実施

グループ内企業による共同訓練

多数の金融機関が実際に取引データを送受信する形での共同訓練

リアルタイム型シナリオ・ブラインド訓練

 

○ 今後充実すべき訓練としては、取組

みが始まったばかりである「新型イン

フルエンザ想定訓練」が筆頭に挙げら

れている。 
 
○ また、既に多くの先で実施されてい

る「社内横断的な全行訓練」を挙げる

先が 3分の 2程度みられたほか、社内
訓練にとどまらず、「ストリートワイ

ド訓練（注）」を挙げた先も、過半数み

られた。このように、業務継続体制の

整合性をより幅広い視点で検証する

項目への関心が比較的高い。 
 
（注）業務上の依存関係にある複数の会社間

で、各自の業務継続計画の整合性検証を主

目的に行う共同訓練 
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８．新型インフルエンザ対策 

(１) 概観 

新型インフルエンザ対策の策定 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型インフルエンザ対策の必要性 

1% 4%

70%

25%

至急対応する必要

今後１－２年の課題

必要性は認識しているが、特段の対
策は講じない（有効な対策がない）
必要性判断のため、当面は情報収集
を続ける
必要性を感じない

 

○ ｢新型インフルエンザ流行に

より要員不足が一定期間継続

すること｣を想定した業務継続

計画を「策定中」ないし「策定

済みで、経営資源の確保途上」

とする先が、ほとんどとなって

いる。 

 
○ 業態別にみると、外国銀行・

外国証券や大手銀行の対応が

相対的に進んでいる。 

○ 新型インフルエンザ対策を

「至急」または「今後 1～2 年
の課題」として策定する必要が

あると認識している先が、ほと

んどとなっている。 

13% 21% 57% 8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

34%

42%

18%

13%

58%

76%

90%

34%

56% 31%

10%

28% 3%

6%

大手銀行

地域

金融機関

国内証券

外国銀行・

外国証券

その他

計画策定済みで、経営資源も確保済み 計画策定済みで、経営資源の確保途上

計画策定中 未着手
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「金融事業者」が「社会機能の維持に関わる者」として想定されていることへの認識 

4%

96%

認識している

認識していない

 

 

新型インフルエンザ対策の前提となる被災シナリオ 

1%

6%

52%

40%

全面的に政府被災シナリオ例を用いる

一部に政府被災シナリオを用いる

政府被災シナリオ例は用いない

未検討
 

○ 2008年 7月に厚生労働省が公表した
「事業者・職場における新型インフルエ

ンザ対策ガイドライン（改定案）」の中で、

「金融事業者」が新型インフルエンザ流

行時にも業務継続を求められる「社会機

能の維持に関わる者」として想定されて

いることを、ほとんどの先が認識してい

る。 

○ 政府の「事業者・職場における新型イ

ンフルエンザ対策ガイドライン（改定

案）」の中で示されている被災シナリオ例

を、自社の新型インフルエンザ対策の被

災想定として「全面的に」または「一部

に」用いるとする先が、ほとんどとなっ

ている。 
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(２) 感染症としての対応策 

具体的準備項目（複数回答） 

73%

68%

67%

52%

45%

44%

43%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

衛生用品等の備蓄（マスク、消毒薬等）

対策組織の設置

役職員への啓蒙・情報提供

海外出張や海外勤務者への対応策

人事・勤務体制の検討（自宅待機ルール、特別休暇等）

感染発生・拡大のモニタリング体制構築

社内の感染予防策（訪問者との対面接触を回避する方法、訪

問者の検温、社内会議の電話会議へのシフト等）

通勤時の感染予防策の策定（時差出勤、公共交通以外の手段

の準備、自宅近隣の営業店への要員再配置等）

 

○ 新型インフルエンザ対策の

具体的準備として、まずは「衛

生用品等の備蓄」、「対策組織

の設置」、「役職員への啓蒙・

情報提供」に取り組んでいる

先が多く、こうした項目の整

備率は約 7割となっている。 
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1%

61%

11%

27%

設定済み

設定中

今後、設定予定

設定しない

備蓄品の確保 

（衛生医療用品＜マスク・消毒薬等＞）     （食料品・飲料） 

  
（３）「重要業務」の業務継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (３) 「重要業務」の業務継続 

感染拡大フェーズに応じた決定・実施事項の事前設定 

 
○ 新型インフルエンザ流行時に継続

対象とする「重要業務」について、「感

染拡大状況を幾つかのフェーズ（局

面）に分類し、各フェーズにおいて決

定・実施すべき事項を予め設定してい

る」あるいは「設定中」とする先は、

約 4割みられる。 

○ 「衛生医療用品」の備蓄について、

新型インフルエンザ流行時の１サイ

クルに相当する「2ヶ月分（8週間分）」
を確保できている先は、1割強となっ
ている。 

 
○ 「食料品・飲料」の備蓄については、

「2ヶ月分」を確保している先は皆無
で、ほとんどの先が「1週間分未満」
となっている。 

 

7%

50%
18%

12%

13% 8%

88%

4%

２ヶ月分以上

１ヶ月分程度

１－２週間分

１週間分未満

未準備・その他
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感染ピーク期に継続する「重要業務」の具体的内容（複数回答）＜グラフの色付き部分は 50％以上＞ 

                            （全体）            （大手銀行）          （外国銀行・外国証券） 

49%

88%

65%

62%

60%

43%

44%

45%

35%

38%

32%

26%

68%

71%

49%

39%

36%

32%

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預貯金・MRF/MMFの払戻し（現金支払）

日銀当座預金決済

振込・送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

外国送金

口座振替

手形交換

預貯金・MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定・ロールオーバー分）

有価証券の買取

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の振替決済

円貨・外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利・為替・信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

100%

75%

92%

67%

83%

58%

42%

83%

100%

83%

75%

75%

67%

42%

92%

75%

92%

100%

92%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

21%

90%

48%

45%

66%

45%

31%

34%

21%

28%

34%

17%

69%

79%

59%

55%

31%

31%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
 

 

○ 感染ピーク期に継続する具体的な「重要業務」の特定について、比較的対応が進んでいる大手銀行や外国銀行・外国証

券の特徴点は、以下の通り。 
○ 大手銀行では、自然災害等の場合（11ページ参照）よりもやや広範囲の業務を継続することを想定している。これは、
自然災害等と異なり、新型インフルエンザ対策は長期間（流行の 1サイクルは 2ヶ月間）に亘る業務継続を検討する必要
があることや、建物・機器の物理的損壊を想定する必要がないこと（バックアップ用施設・機器への移行に伴う業務制約

がないこと）を考慮したものとみられる。 
○ 外国銀行・外国証券では、「資金決済」、「金融事業者間取引」、「証券決済」に関連した業務が中心で、業務内容を踏まえ

て、より狭い範囲の対応となっている。 

現金供給 

資金決済 

資金融通 

金融事業者間取引 

その他 

証券決済 
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新型インフルエンザ流行時の業務継続手段（複数回答） 

42%

8%

25%

42%

17%

58%

0%

0%

0%

0%

18%

12%

18%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅勤務（電話・メール等を用いた連絡・意思決定）

在宅勤務（リモートアクセス端末等による業務オペレーション）

スプリット・オペレーション（隔地で同時並行処理）

スプリット・オペレーション（交代制、待機制）

クロス・トレーニング（役職員が複数の業務を遂行できるよう研

修しておき、代替要員と位置付け）

電話会議・パソコン会議・ＴＶ会議システムの拡充

その他

大手銀行

地域金融機関

 

50%

30%

20%

60%

40%

40%

0%

79%

79%

66%

24%

31%

59%

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅勤務（電話・メール等を用いた連絡・意思決定）

在宅勤務（リモートアクセス端末等による業務オペレーション）

スプリット・オペレーション（隔地で同時並行処理）

スプリット・オペレーション（交代制、待機制）

クロス・トレーニング（役職員が複数の業務を遂行できるよう研

修しておき、代替要員と位置付け）

電話会議・パソコン会議・ＴＶ会議システムの拡充

その他
国内証券

外国銀行・外国証券

 
 

○ 新型インフルエンザ流行時の「重要

業務」の継続手段は、各社毎にばらつ

きがあるものの、業態毎にはある程度

の特徴がみられる。 
 
○ 大手銀行や国内証券では、電話・メ

ールやTV会議等の既存システムを活
用しつつ、「スプリット・オペレーシ

ョン（交代制、待機制）」の導入に取

り組んでいる先が多い。 
 
○ 地域金融機関では、具体的な準備を

進めているとした先は、少数となって

いる。 
 
○ 外国銀行・外国証券では、「在宅勤

務」を中心に据えていることが特徴と

なっている。そのうえで、出勤を要す

る業務については「スプリット・オペ

レーション」で対応する体制を整備し

ている先が多い。 
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(４) 業務継続要員 
新型インフルエンザ流行時の必要要員数 

── 委託先・パート等も含む全従業員に占める割合 

 

（出勤要員）                   （在宅勤務要員） 

38%

6% 14%
8%

14%

7%

12%

  

2%
1%

51%

24%

8%

7%

6%

5割以上

5割未満
4割未満

3割未満

2割未満

1割未満
見当がつかない  

○ 新型インフルエンザ流行

時に「出勤」が必要になると

考えられる者の割合につい

ては、「見当がつかない」と

する先が約 4 割みられたほ
か、それ以外でも「1割未満」
から「5割以上」までばらつ
きがみられた。 

 
○ 一方、感染ピーク期に「在

宅勤務」を行う者の割合につ

いても「見当がつかない」と

する先が約半数みられた。ま

た、それ以外の約半数が「1
割未満」としている。 

 
○ 新型インフルエンザ対策

時の勤務要員の特定は進ん

でいないことが窺われる。 
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９．今後の課題 

体制整備推進上のネック（複数回答） 

60%

54%

52%

50%

39%

32%

24%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

予算制約

実際に整備推進を行う現場部署のマンパワー不足

整備推進を統括する部署のマンパワー不足

他社・他業態への依存部分の実効性検証の困難性

新たな脅威（新型インフルエンザ等）に対するノウハウ・知識不足

被災想定の設定が困難

業務体制整備の進め方についてのノウハウ不足

とくにネックになっている項目はない

 

○ 今後、体制整備を進めていくうえでネ

ックとなる項目としては、「予算」や「マ

ンパワー」といったリソースの制約や、

「他社・他業態への依存部分の実効性

（自社の業務継続計画と他社・他業態の

業務継続計画との整合性）検証の困難

性」を挙げる先が、過半数となっている。 

以  上 


